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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、横ばい圏

内の動きとなっている。需要面では、個人消費は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに

持ち直している。住宅投資は、減少している。設備投資は、持ち直しの動きがみられる。公

共投資は、高水準ながら弱めの動きとなっている。輸出は、持ち直している。観光は、厳し

い状況にあるものの、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数、

負債総額ともに前年を上回った。消費者物価は、１５か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～４か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）

987654322022/11211102021/9

出荷指数 在庫指数生産指数

2015年
＝100.0

75

95
100

120

80
85
90

115
110
105

２．鉱工業生産～３か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．７ポイン

ト上回る５０．５と４か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を２か月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．１ポイント下回る４８．５となった。

９月の鉱工業生産指数は８５．５（季節調整済

指数、前月比▲０．９％）と３か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲２．８％と５か

月連続で低下した。

業種別では、パルプ・紙・紙加工品工業な

ど６業種が前月比上昇となった。電気機械工

業など９業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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３．百貨店等販売額～７か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１５か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～５か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋４．１％）は、７か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋２２．６％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋１．０％）

は、すべての品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．８％）

は、１１か月連続で前年を上回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１３，４８５台

（前年比＋３２．１％）と１５か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋２９．６％）、

小型車（同＋４４．８％）、軽乗用車（同＋２５．４％）

となった。

４～９月累計では、７０，７１８台（前年比

▲１．７％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲０．２％）、小型車（同＋１．０％）、軽

乗用車（同▲６．１％）となった。

９月の札幌ドームへの来場者数は、３３８千

人（前年比＋４６７．６％）と５か月連続で前年

を上回った。来場者内訳は、プロ野球２９２千

人（同＋４４５．２％）、サッカー２５千人（同

＋３９８．０％）、その他が２０千人（同＋２２５３．９％）

だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

９月の住宅着工戸数は２，４９９戸（前年比

▲２３．９％）と３か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲３３．５％）、貸家

（同▲７．１％）、給与（同▲２６．５％）、分譲（同

▲４５．５％）となった。

４～９月累計では、１７，７７７戸（前年比

▲６．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲２１．８％）、貸家（同▲０．６％）、

給与（同▲３９．８％）、分譲（同＋１９．１％）と

なった。

９月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１３５，９０５㎡（前年比＋１５．４％）と２か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋２０２．５％）、非製造業（同＋３．０％）であっ

た。

４～９月累計では、８８８，６８４㎡（前年比

▲１４．８％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋７．２％）、非製造業（同

▲１６．５％）となった。

１０月の公共工事請負金額は３６９億円（前年

比▲０．２％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋８．８％）、その

他（同＋２５３．２％）が前年を上回った。独立

行政法人（同▲４３．７％）、道（同▲２１．６％）、

市町村（同▲２．８％）、地方公社（同皆減）が

前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１１か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～３か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が５か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０５３千人（前年比＋１３４．１％）と１１か月

連続で前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋１４１．６％）、JR（同＋１７０．７％）、

フェリー（同＋５９．８％）となった。

４～９月累計では、５，６２６千人（同

＋１１０．７％）と前年を上回っている。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、４４８人（前年比＋１４，８３３．３％）と３か月

連続で前年を上回った。

９月の貿易額は、輸出が前年比＋７７．１％の

５４１億円、輸入が同＋３７．８％の１，４７７億円だっ

た。

輸出は、再輸出品、自動車の部分品、魚介

類・同調製品などが増加した。

輸入は、原油・粗油、肥料、再輸入品など

が増加した。

輸出は、４～９月累計では２，３７５億円（前

年比＋４４．８％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は４か月ぶりに前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～１５か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．１８ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋１３．６％と１９か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１３．０％）、宿泊業・飲食サービス業

（同＋３０．８％）などが前年を上回った。

１０月の企業倒産は、件数が２０件（前年比

＋６６．７％）、負債総額が３６億円（同＋１６１．２％）

だった。負債総額は４か月ぶりに前年を上

回った。

業種別ではサービス・他が５件、製造業が

４件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１０件

であった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０４．０（前月比＋０．６％）となっ

た。前年比は＋３．８％と、１５か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（９月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋０．３％、前年同

月比＋２２．８％となり、ガソリン価格は前月比

＋０．６％、前年同月比＋７．１％となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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１．雇用の現状〈図１〉

雇用人員判断DI（△６５、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

期比１４ポイント低下した。特に運輸業、

ホテル・旅館業で人手不足感が強まっ

た。

２．今後の雇用方針と来春（２０２３
年４月）の新卒採用見通し

（１）今後の雇用方針〈図２〉〈表４〉

雇用方針DI（＋６１、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期比１５ポイント上昇した。製造業

（＋５３）は前年比９ポイント上昇、非製

造業（＋６５）は前年比１８ポイント上昇と

なった。

（２）来春（２０２３年４月）の新卒採用見

通し〈図３〉〈表７〉

「採用する」（４８％）が前年同期比７ポ

イントの増加となった。

特別調査

新型コロナウイルスの影響が和らぐなか、強まる人手不足感
２０２２年 道内企業の雇用の現状と今後の雇用方針等について

＜要約＞

〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

７～９月特別調査

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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〈図３〉来春の新卒採用見通しのある企業の割合
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感〈表１〉 建設業（△７１）を除く全業種で前年からマイナス幅が拡大した。特に運
輸業（△８４）、ホテル・旅館業（△８３）で人手不足感が強くなっている。

�職種別の過不足感〈表２〉 全職種で前年からマイナス幅が拡大した。特に営業販売職（△４３）、技
術職（△６５）は引き続き人手不足感が強くなっている。

�地域別の過不足感〈表３〉 全地域で前年からマイナス幅が拡大した。道央（△７３）、道東（△７２）
の人手不足感が強い。

（n＝３８７） （単位：％）

札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

９ １ ５ ４ １

（－） （－） （３） （－） （－）

（９） （１） （３） （４） （１）

２３ ２５ ３２ ２３ ２５

６８ ７４ ６２ ７４ ７３

（５４） （６７） （４９） （６０） （６０）

（１３） （７） （１４） （１４） （１３）

△５８ △７３ △５７ △７０ △７２

△４５ △４５ △４２ △６５ △６３

（n＝３６３） （単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他

� 過 剰 ８ ５ ４ ３

（かなり過剰） （１） （－） （１） （０）

（やや過剰） （７） （５） （４） （３）

� 適正である ７２ ４８ ２７ ７０

� 不 足 ２０ ４８ ６９ ２７

（やや不足） （２０） （４２） （５３） （２１）

（かなり不足） （１） （５） （１６） （６）

雇用人員判断DI�－� △１３ △４３ △６５ △２４

前年同時期 雇用人員判断DI △１０ △３６ △５７ △２１

１．雇用の現状

〈表３〉地域別の過不足感
（雇用人員判断DI）〈表２〉職種別の過不足感（雇用人員判断DI）

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

（n＝３８７） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ５ ９ ３ １１ ０ ３３ ３ ６ ５ ２ ０ ０ ０

（か な り 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（－）（２）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （５）（９）（３）（１１）（－）（３３）（３）（６）（３）（２）（－）（－）（－）

� 適 正 で あ る ２５ ３１ ３６ ２１ ３４ ２４ ２２ １７ ２５ ３０ １６ １７ ２７

� 不 足 ７０ ６０ ６１ ６８ ６６ ４３ ７４ ７７ ６９ ６７ ８４ ８３ ７３

（や や 不 足） （５８）（５３）（５３）（５３）（６３）（３８）（６０）（５８）（６６）（５８）（５６）（６１）（６０）

（か な り 不 足） （１２）（７）（８）（１６）（３）（５）（１４）（１９）（３）（９）（２８）（２２）（１３）

雇用人員判断DI�－� △６５ △５１ △５８ △５８ △６６ △１０ △７１ △７１ △６４ △６５ △８４ △８３ △７３

前年同時期 雇用人員判断DI △５１ △４４ △３７ △５７ △６０ △１７ △５４ △７９ △３４ △４１ △７６ △１４ △５７

〈表１〉業種別の過不足感（雇用人員判断DI）
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（項 目） 要 点

�今後の雇用方針〈表４〉 全産業（＋６１）で前年同期比１５ポイント上昇した。鉄鋼・金属製品・機械製造業
（＋６１）、建設業（＋７３）が前年を下回ったが、その他の業種は前年を上回った。

�増員の雇用形態と理由
〈表５〉〈表６〉

雇用形態は、前年から変わらず「正社員」が９７％であった。「パート・アルバイト」は３６％と前年同
期比７ポイント上昇した。増員理由は、「将来の人手不足への備え」が７６％と高水準を維持した。

�来春の新卒採用見通し
〈図３〉〈表７〉

全産業の「採用する」（４８％）が前年同期比７ポイント上昇した。上昇した業種のうち、ホ
テル・旅館業（６７％）、小売業（４９％）などの業種で１０ポイントを超える上昇幅となった。

２．今後の雇用方針と来春（２０２３年４月）の新卒採用見通し

（n＝３８５） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ６４ ５４ ５６ ５３ ６１ ４３ ６７ ７７ ５８ ４７ ７６ ７６ ７３
（５１）（４７）（４５）（４３）（６５）（２１）（５２）（７５）（４５）（３３）（５２）（３０）（５３）

�現状維持とする ３４ ４４ ４４ ４７ ３９ ４８ ３０ １９ ４２ ４７ ２４ １８ ２７
（４５）（５０）（５０）（５７）（３５）（７１）（４３）（２３）（５２）（５７）（４０）（６０）（４３）

�人員を削減する ２ ２ － － － １０ ３ ４ － ７ － ６ －
（５）（３）（５）（－）（－）（８）（５）（１）（４）（１０）（８）（１０）（４）

雇用方針DI�－� ６１ ５３ ５６ ５３ ６１ ３３ ６５ ７３ ５８ ４０ ７６ ７１ ７３

前年同時期 雇用方針DI ４６ ４４ ３９ ４３ ６５ １３ ４７ ７４ ４１ ２２ ４４ ２０ ４９
※（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表４〉今後の雇用方針

（n＝２３６） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９７ ８８ ７０ １００ １００ ８８ ９９ １００ １００ １００ ９５ １００ １００
（９７）（９５）（８２）（１００）（１００）（１００）（９８）（１００）（１００）（８７）（１００）（８３）（１００）

�パート・アルバイト ３６ ５３ ７５ ６３ ２７ ６３ ３１ １３ ２３ ５０ ３７ ９２ ３４
（２９）（３９）（７６）（２２）（２５）（２０）（２５）（１２）（２１）（４０）（４２）（６７）（３２）

�派遣社員 ６ １０ １５ － ９ １３ ４ － － ６ １１ ２３ ６
（３）（３）（６）（－）（－）（２０）（３）（４）（－）（－）（－）（－）（８）

※（ ）内は前年実績。

〈表５〉増員の雇用形態（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：雇用の現状と今後の雇用方針等について
回答期間：２０２２年８月中旬～９月中旬
本文中の略称
（Ａ）雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
（Ｂ）雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割合」
（Ｃ）ｎ（number)
有効回答数

（n＝２４４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足への
備え

７６ ６９ ５５ ７０ ８２ ６７ ７８ ８８ ７３ ７５ ６８ ４６ ８５
（８１）（８３）（７６）（６７）（９３）（８０）（８０）（８１）（６８）（８１）（６２）（８３）（９６）

�既存事業の拡大・強化 ４７ ４３ ２５ ７０ ５９ １１ ４９ ４１ ５８ ３５ ６３ ５４ ５３
（４７）（４４）（３５）（３３）（５４）（４０）（４８）（５５）（４８）（３１）（３８）（１７）（５６）

�売上増加傾向 ２５ ３０ ３５ ４０ ２３ ２２ ２４ ２２ ２１ １５ ３７ ５４ １８
（２１）（２４）（２４）（３３）（２５）（－）（２０）（２２）（１２）（１９）（１５）（１７）（２８）

�新規事業参入 ８ １３ １０ １０ １４ ２２ ７ ２ ３ ２５ １１ ８ ６
（６）（８）（６）（１１）（１１）（－）（５）（２）（１６）（－）（－）（１７）（４）

�その他 ９ １３ １５ １０ ５ ３３ ８ ６ ３ － － ３１ １５
（３）（５）（－）（２２）（－）（２０）（２）（－）（８）（－）（－）（１７）（－）

※（ ）内は前年実績。

〈表６〉増員の理由（複数回答）

調 査 要 項

（n＝３８５） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 採 用 す る ４８ ３８ ３１ ３７ ５３ ２９ ５２ ６２ ４０ ４９ ３２ ６７ ５６

（前年より多く採用）（２１）（１４）（８）（１６）（２２）（１０）（２３）（２５）（２４）（１９）（１６）（３３）（２５）

（前年とほぼ同数）（２５）（２１）（１９）（２１）（２５）（１９）（２７）（３５）（１６）（２６）（１６）（３３）（３１）

（前年より少なく採用）（２）（３）（３）（－）（６）（－）（１）（２）（－）（５）（－）（－）（－）

� 採 用 し な い ２６ ３２ ３１ ３２ ２８ ４３ ２４ １４ ３４ ３５ ３６ １１ １９

� 未 定 ２６ ２９ ３９ ３２ １９ ２９ ２４ ２５ ２６ １６ ３２ ２２ ２５

前年同時期「採用する」 ４１ ３８ ３９ ３３ ４０ ３８ ４２ ５６ ２６ ３４ ３３ ４５ ４９

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表７〉来春（２０２３年４月）の新卒採用見通し

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９０ １００．０％
札幌市 １４４ ３６．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ ２１．５
道 南 ３８ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６７ １７．２ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３９０ ５５．７％
製 造 業 １９９ １１３ ５６．８
食 料 品 ６８ ３７ ５４．４
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １９ ５７．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ５０１ ２７７ ５５．３
建 設 業 １３９ ８３ ５９．７
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 ９７ ４３ ４４．３
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況

特別調査
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今回の調査では、道内企業の人手不足感は、本調査開始以降もっとも強かったコロナ禍前

（２０１７～１９年）とほぼ同水準となりました。また、今後の雇用方針として増員方針にある企

業や、新卒採用を計画している企業の割合は、２０００年の調査開始以降で最高水準となりまし

た。

コロナ禍で後退していた人手不足感が、経済活動活発化のなかでぶり返し、人繰りに苦慮

する声や、採用活動が困難化していることにくわえ、採用できても定着しづらい現状を訴え

る声が多く寄せられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 昇給等がストップしてい

た時期があり、賃金体系が現在の状況に合っ

ていない。また最低賃金が改定される毎に賃

金格差が無くなっており、業務意欲の減退が

見られる。初任給を含めた給与体系の見直し

と、評価基準を明確にするよう人事制度の改

定を急ぐ考えである。結果として雇用創出に

繋げられればと考えている。（道南）

＜水産加工業＞ 地域の労働人口が少ないな

かで、外国人実習生等も含めた広い視野での

人材確保施策が必要となる。（道東）

＜製材業＞ コロナ禍で仕事が激減したた

め、時間外労働はせずに雇用調整で乗り切っ

てきたが、ここに来て仕事が増えたため、人

手不足になっている。採用をしたいが、なか

なか応募が無く苦慮している。（道央）

＜製材業＞ 地方の雇用者を満足させるため

に、都市生活における利便性（商業施設・医

療・教育など）とのギャップをどう解消する

かが課題である。また、生活費が安く済む都

市との差をどのように埋めるかも重要な課題

である。（道東）

＜機械器具製造業＞ 製造部門は経験者の中

途採用が困難であるため、新卒採用により人

材の確保と育成をする方針としている。ま

た、少子高齢化社会のなかで若年層の確保を

進めなければ、今後の会社存続も危うくなる

との考えもあり、新卒採用に注力している。

熟練工の技能継承は重要な課題であり、定年

延長や継続雇用よりも優先順位が高い。（札

幌）

＜金属製品製造業＞ 同業他社を含め人員の

不足感はどこも同じで、採用しても長続きし

ない傾向がある。（道央）

＜電力向けプラント設備＞ 社内の部門組織

変更と若年層の採用を計画していたが、コロ

ナ禍で１年半ほど停滞中である。コロナ禍の

収束を待っていては手遅れになるため見切り

発車は必要と思いつつも、目先の事業持続を

優先してしまっている。（道北）

＜化粧品製造業＞ 賃金の上昇や休暇取得の

経営のポイント

経済活動活発化のなか、ぶり返す人手不足感
〈企業の生の声〉

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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５．建設業

６．卸売業

増加、残業の強制ができないという現在の状

態が続けば、中小企業では特殊な技術を構築

しない限り経営が持続できないと考えてい

る。（札幌）

＜印刷業＞ 新卒採用者が３年以内にことご

とく退社しているため、社内の問題点は何か

検討している。（札幌）

＜皮製品製造業＞ 地方に本店・工場を有す

る企業では、求人募集しても満足な結果が得

られない。半面、札幌市内・近郊の販売店の

求人は反応が良いため、都市部とそれ以外の

状況は大きく異なると感じている。待遇面を

向上させて人員を確保する方法は、既存の職

人とのバランスを考えると難しく、全員の待

遇改善は年１回の賃上げや各手当の見直しで

精一杯の状況である。企業イメージが良くて

も、現実の数字・待遇を向上させなければ、

雇用状況は改善されない。（道北）

＜建設業＞ 若年層の採用活動は、先行投資

と考えて行っている。高齢者との兼ね合いも

あるが、受注が低迷する現状では、コスト的

に若年層の採用が厳しくなってきているた

め、行政から何らかのインセンティブがあれ

ば助かる。（道南）

＜建設業＞ 人口減少・少子高齢化の流れに

あるなかで、人手不足解消の唯一の策は、外

国人の雇用・受け入れと考えている。それが

容易となる社会の仕組み作りが急務である。

（道北）

＜内装工事業＞ 高校生の新卒者採用に関

し、インターンシップという制度を知っては

いるが、導入する利点がわからない。また、

導入するにしても何から始めれば良いのかわ

からない。（札幌）

＜住宅建築業＞ 漠然と求人を出しても反応

が全くないため、いろいろな方法をとっては

試している状態である。また、仮に入社して

も定着しないケースが多く、定着率を上げる

工夫も必要と感じている。中小企業にとって

は、過去に経験のない対応を迫られる場面が

多くなり、負担が増えたと感じる。（道央）

＜土工工事業＞ 一般事務職および現業職

（工場その他現場等）は、毎年コンスタント

に新卒を採用している。そのため、現状は若

干の人員過剰感があるが、中長期的な経営計

画にもとづくものであり、許容範囲内であ

る。今後、相応の自然退職が見込まれること

から、適正範囲に落ち着くことが予想され

る。なお、収益性改善のためグループ全体の

構造改革に取り組んでおり、それに伴う人員

削減の可能性はある。（道央）

＜塗料卸売業＞ 直近１年間で採用した４名

中、３名が既に退職しており、正社員採用し

ても早期に退職するケースが多くなっている

と感じる。若い人のなかには、仕事や生活の

安定について、あまり深く考えていないの

か？と疑いたくなる人もおり、苦慮してい

る。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 労務関連の法改正が進む

なか、業績改善の背景がないまま増員を余儀

なくされていることは、企業にとってリスク

となっている。インボイスの対応も含め、苦

しんでいる中小企業は多いと思われる。（札幌

［茶卸売］）

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜建材卸売業＞ 営業職は、高齢化が進んで

いるため代替わりをはかりたいが、採用して

も長続きしない。また、技能職は求人を募っ

ても問い合わせが来ず、人員増加ができない

状況である。（道央）

＜食料品卸売業＞ 新卒若年層の確保が課題

であり、卸売市場特有の勤務時間・休日カレ

ンダー等が足かせと捉えている。業界として

の働き方改革が望まれる。（道北［水産・農産

卸］）

＜食品スーパー＞ デジタル化や設備の集約

化を進めることで効率改善の余地がある。自

然減による人手不足という課題は、効率化で

乗り切るのが良いかたちではないかと考えて

いる。（札幌）

＜リサイクルショップ＞ 職種柄求人に対し

ての応募が少ないため、人材の選択肢が皆無

である。（道北）

＜食料品小売業＞ 小売部門は、対面販売が

敬遠されがちであり、人材の確保が厳しい状

況である。（道東［水産食料品小売］）

＜運輸業＞ 当社では農作物の荷捌きなど、

他社から業務委託を受けることがあり、時期

によって必要な人員が増加する。今までは派

遣会社からパート・臨時社員を雇用すること

で補ってきたが、これらの雇用が減少傾向で

人件費が増加しているため、年々受託する条

件が厳しくなっている。（道央）

＜都市ホテル＞ 雇用条件面の見直しも行い

採用活動を実施しているが、コロナ禍で宿泊

サービス業に対する反応は弱く、現状は人員

不足である。（札幌）

＜観光ホテル＞ 今夏は採用活動において人

材不足による企業間の賃金競争が見られた。

大手に２倍近い時給で求人を出されてしまう

と、近隣の中小施設はとても太刀打ちできな

い。（道北）

＜観光ホテル＞ 新卒採用の競争激化が予想

されるため、また即戦力確保のため、中途採

用や高年齢人材の採用を視野に入れていく予

定である。（道東）

＜建設コンサルタント＞ 現状は人員の過不

足感はないものの、人口減少の加速が予想さ

れるため、対策の必要性を感じている。ま

た、機械化等により単純作業員が活躍できる

場が少なくなることから、社員教育にも力を

入れる必要がある。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 営業・事務職は、新卒採

用で確保できる見通しである。一方、回収ド

ライバー職は、大型免許が必要であるため中

途採用に頼っているが、求人に対する応募が

なく人材の確保が難しい。現状は社員の縁故

関係に声かけしてもらっている。（道央）

＜自動車整備業＞ 人手不足でも納期が優先

されるため、一人当たりの残業が増えてい

る。最近の就職活動では、休みが多く残業が

少ない企業が優先され、当社のような企業を

希望する人は少ない。（道北）

経営のポイント

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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法改正があったことを知っており、内容もおおよそ知っている 法改正があったことを知っているが、内容は詳しく知らない
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１．育児・介護休業法改正の認知
度〈図表１〉

法改正について知っている企業は、全
産業で８７％となった。内訳は、「内容も
おおよそ知っている」（４６％）、「内容は詳
しく知らない」（４１％）となった。

２．法改正に伴う社内規定の変更
などの対応有無〈図表２〉

法改正について知っている企業
（８７％）のうち、「対応している、または
対応を予定していることがある」
（５８％）、「対応していることはない」

（４２％）との結果となった。

３．実際に対応している、または
対応を予定していること〈図表３〉

「社内規定の整備」（６２％）が１位と
なった。

４．法改正への対応に関する課題
〈図表４〉

「社内規定の整備」（１９％）、「育児・介
護休業取得者の代替要員の確保」
（１７％）、「育児・介護休業を取得しやす
い職場の雰囲気づくり」（１６％）が上位と
なった。

臨時調査

法改正の認知は９割も、対応は５割にとどまる
育児・介護休業法の改正について

＜要約＞

〈図表１〉育児・介護休業法改正の認知度
（n＝３８０）

＜改正の概要（厚生労働省ホームページより）＞

① 男性の育児休業取得促進のための子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組みの創設
【令和４年１０月１日施行】

② 育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向
確認の措置の義務付け【令和４年４月１日施行】

③ 育児休業の分割取得【令和４年１０月１日施行】
④ 育児休業の取得の状況の公表の義務付け【令和５年４月１日施行】
⑤ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和【令和４年４月１日施行】

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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対応している、または対応を予定していることがある 対応していることはない
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�社内規定の整備
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６２ ５５ ４４ ６３ ６０ ５５ ６５ ６２ ７３ ７８ ５６ ６７ ６０

�相談窓口の設置
② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
１５ １８ １６ ２５ １２ ２７ １４ １７ ７ １１ １６ ２２ １５

�管理職への研修
③ ③ ② ③ ② ③ ③
７ ９ １６ ０ ８ ９ ６ ６ ７ ７ １２ ０ ３

�全従業員への研修
③ ③ ③ ③ ② ③

６ ５ ８ ６ ０ ９ ７ ７ ７ ４ ８ ０ １０

�有休取得対象者への研修
② ② ③

６ ６ ８ ０ １２ ０ ６ ４ ７ ０ ８ １１ ８

�その他
③

３ ６ ８ ６ ８ ０ ２ ４ ０ ０ ０ ０ ５

〈図表２〉法改正に伴う社内規定や人事制度の変更などの対応有無
（n＝３３３）

〈図表３〉実際に対応している、または対応を予定していること（複数回答）
（n＝２９３） （単位：％）

※○内数字は業種内の順位。

臨時調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：育児・介護休業法の改正について
回答期間：２０２２年８月中旬～９月中旬
本文中の略称
ｎ（number)
有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�社内規定の整備
① ① ① ① ① ③ ① ① ① ② ① ①
１９ ２３ ２１ ２７ ２９ １５ １７ １８ ２２ １６ １５ １７ １５

�育児・介護休業取得者
の代替要員の確保

② ② ② ③ ② ② ② ② ② ① ① ①
１７ １７ １９ １３ １７ １８ １７ １７ １６ ２０ １７ １１ １５

�
育児・介護休業を取得
しやすい職場の雰囲気
づくり

③ ③ ③ ② ① ③ ③ ② ② ①
１６ １６ １３ １７ １５ ２０ １６ １６ １６ １６ １５ １４ １５

�
従業員への、育児・介
護休業に関する制度の
周知

② ① ①
１３ １２ １２ １０ １７ １０ １４ １５ ９ １４ １７ １７ １４

�経営者や管理職の理解
② ①

１３ ９ １２ ７ ８ １０ １４ １４ １６ １１ １１ １７ １４

�育児・介護休業中の賃
金保障

③ ①
９ ８ １０ １３ ４ ８ １０ ９ ９ ９ １７ ６ ９

�
育児・介護休業に関す
る、従業員の希望の把
握

③ ①
８ ７ １３ ３ ０ １０ ９ ９ ６ ８ ７ １７ １１

	前例（モデルケース）
の把握 ３ ５ ０ ７ ８ ８ ２ ２ ４ １ ０ ０ ４


その他
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

�課題はない
２ ２ ０ ３ ２ ３ ２ １ ０ ５ ２ ０ ５

〈図表４〉法改正への対応に関する課題（複数回答）
（n＝６６９） （単位：％）

※○内数字は業種内の順位。

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９０ １００．０％
札幌市 １４４ ３６．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ ２１．５
道 南 ３８ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６７ １７．２ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３９０ ５５．７％
製 造 業 １９９ １１３ ５６．８
食 料 品 ６８ ３７ ５４．４
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １９ ５７．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ５０１ ２７７ ５５．３
建 設 業 １３９ ８３ ５９．７
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 ９７ ４３ ４４．３
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況

臨時調査

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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今回調査した「育児・介護休業法の改正」についての認知度は、程度の違いはあるもの
の、アンケート回答企業の約９割が認知しているという結果となりました。
企業からは、「既に規定を整備しており、取得実績もある」との声があがる一方、「代替人
員の確保が困難」、「企業体力の面で厳しい」といった会社側の課題や、「休暇を取得すると
従業員は収入が減る」といった従業員側の課題も寄せられました。また、「具体的な対応事
例の発信」や「補助金・助成金の拡充」など、行政に対し企業負担の軽減を求める声も多く
寄せられました。
以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

＜食料品製造業＞ 男性社員の長期休暇は、
代替人員の確保や、そのための経費確保の観
点から非常に厳しい。（道央）

＜食料品製造業＞ 休暇取得中の代替要員の
確保が問題になってくるので、業務フローの
整備などフォローが容易になる体制づくりが
課題となる。休業制度は社内規定にあるが取
得しやすい環境にないため、研修・教育を通
じ、管理職をはじめとした従業員へ理解させ
ていくことが必要と認識している。（道南）

＜家具製造業＞ 数年前に社内規定を改定し
育児休暇を定めており、すでに取得実績もあ
る。（道北）

＜金属製品製造業＞ 週休二日制すら導入で
きていない当社にとっては、今回の法改正へ
の対応は非常にハードルの高い課題である。
当社のように最小限の人員で回している小零
細企業は、必要性の認識があっても物理的に
導入が難しい。発想の転換が必須なのであろ
うが、より優先順位の高い課題があり、営業
存続が先決である。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 全体の社員数が少ない
ため、社内規定の改定や休暇取得の推進は実

行に移しづらい。（道東）

＜コンクリート製品製造業＞ 社内規定の整
備・代替要員の確保・行政の補助体制の確立
など、問題点が多すぎるため、現状では法改
正に対応することが難しい。（札幌）

＜皮製品製造業＞ 制度としては立派で、当
社でも育休・産休利用者がいる状況にある。
ただ、こうした制度の有無で企業間の格差は
徐々に大きくなっていくことが懸念される。
人・物・カネについて、余裕のない（常に窮
屈な状況）にある企業、零細業者が大多数だ
と思う。こうした制度を普及させるため、行
政は補助金・助成金を拡充し、企業の負担減
を図るべきである。（道北）

＜コンクリート製品製造業＞ 育児・介護に
ついては日本の現状から十分理解できるが、
実際自分の会社に置き換えると難しいことが
多いと感じる。（道北）

＜建設業＞ 従業員からみると、男性の育休
取得は、助成金の制度があるものの、通常の
給与に比べて手取り額が減ってしまう。一方
でこの時期は出産育児で費用がかさむため、
なかなか取得に踏み切れないようだ。（道南）

経営のポイント

育児・介護休業法改正への対応は、企業によって温度差がある結果に
〈企業の生の声〉

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜電気工事業＞ 当社には育児・介護休業の
前例がないため、同業者との情報共有により
事例の確認を行う予定である。行政には具体
的な事例などを多く発信してほしい。（札幌）

＜土工工事業＞ 育児休暇はすでに定着して
いるが、復職者がかならずしも復職前と同じ
仕事を任されるとは限らないことから、若干
の混乱がみられる。ジョブローテーションを
徹底することで、業務の補完性を高めること
が必要である。（道央）

＜住宅建築業＞ 育児休業を取得することは
会社として問題はないが、人員不足を認識す
る従業員は、各担当工事の遂行を思うあま
り、特に男性は取得する余裕がない状態であ
る。まずはそのような背景を解消できるよう
人材確保に努める。（道東）

＜塗料卸売業＞ 販管費の増加に耐えうるだ
けの売上や粗利益が確保しにくい環境のな
か、従業員の権利を優先しすぎると、企業体
力が著しく低下するため、対策が取りにく
い。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 男性従業員としては、育
児休業取得に対するハードルのひとつは、休
業中の収入減が考えられる。中小企業として
は休業取得者が抜けたことによる代替要員の
確保が至難であり、企業側からの推進を阻む
一因となっている。それらを解決するため、
一部の業務をこなしながら育児休暇を取得
し、収入を減らさないような施策が求められ
る。（札幌）

＜食品スーパー＞ 企業としては、育児・介
護休暇を取得されると稼働が落ちるのは間違
いないが、そのようなことをいっている時代

ではない、ということを感じている。換言す
れば、休暇取得で稼働が落ちるより、育児や
介護負担のために退職者が出る方が問題であ
る。育休が終わったあともお子さんの関連で
早退や有休を取りやすくするなど、会社全体
で子育てや介護がしやすい風土を作らなけれ
ばならないと考えている。（札幌）

＜酒小売業＞ 現状では対象となる社員がい
ないが、将来を考えすでに社内規定の整備と
相談窓口の設置を行った。（札幌）

＜運輸業＞ 就業規則に「育児・介護休業規
程」はあるが、取得した前例はない。（道央）

＜タクシー業＞ コロナによる悪影響が続く
なか、行政機関からの支援や援助なしでは、
継続的・計画的な休業取得は難しい。（道央）

＜都市ホテル＞ 休業取得の事例は現状少な
く、３件である。業務はシフト設定が主体と
なっているため、余裕ある人員配置をしなけ
ればならないが、人手不足が大きな足かせと
なっている。（札幌）

＜病院＞ すでに休暇取得の規定があり、実
績もあるため、それをもとに制度の周知・取
得希望の把握・前例紹介等を行う予定であ
る。（道央）

＜信販会社＞ 新型コロナ感染症拡大のな
か、人手が不足している多くの中小企業に
とって、休業取得者の代替要員を確保するこ
とは困難ではないかと感じている。（道東）

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

これからの北海道観光について

コロナ禍を経験したいま、観光産業には北海道の活性化に向けて、なお一層の大きな期待が寄せ

られています。そうした中、広い北海道では各地で各企業が手探りで時代の期待に応えるべく奮闘

しています。これからの北海道の観光戦略をどう描くべきなのか、北海道を代表する観光リゾート

企業である野口観光株式会社の野口秀夫会長にお話を伺いました。

の ぐち ひで お

代表取締役会長 野口 秀夫 氏

１９４８年登別市生まれ。７１年早稲田大学商学部卒業

後、登別プリンスホテル（現野口観光）入社。９９

年６月に代表取締役社長就任。２２年代表取締役会

長就任。

会社概要
企業名：野口観光 株式会社

住 所：本社・登別市登別温泉町２０３番地１

ＴＥＬ：０１４３‐８４‐２３５０

ＵＲＬ：https : //www.noguchi-g.com/

設 立：１９６３年

事業内容：旅館・ホテルの経営、料理店・飲

食店の経営、各種土産品の販売

施設等：北海道内１７、本州４の温泉・リゾー

トホテルを経営。リーズナブルな料

金の「亭シリーズ」、準高級志向の

「風シリーズ」、ハイグレードの「望

楼シリーズ」

従業員数：従業員社員７１２名、パート４３５名

（２０２２年６月現在）

―コロナ禍を経て、これからの北海道観光につい

てご見解をお聞かせください―

会長：新しく旅館やホテルができれば客が増えた

時代がありました。ひとつの旅館ができることで

その地域を訪れるお客様が爆発的に伸びたという

ことですね。しかし、これからは地域が新しくな

らないとお客様が来なくなると思っています。ひ

とつの旅館がお客様を呼べる時代から、地域が結

束をしてお客様を呼ばなければならない時代に

なってくるということです。

―地域というのは―

会長：温泉街に限らない市の範囲、あるいは近隣

の市町村も含めたより広い範囲です。地域が結束

することでより強力な誘客につながるだろうとい

うことです。それぞれの施設、市町村の魅力があ

り、それをひとつのものとしてお客様に発信して

いくことが重要だと考えます。

―いくつもの魅力を持つということでしょうか―

会長：残念ながら、コロナ禍でどうしてもお店を

閉めざるを得なくなった方がいます。しかし、こ

うしたことは大きく変われるチャンスがあると捉

えることができるのだと思うのです。つまり、地

域が一丸となって、チャンスとして取り組んだと

ころが、ピンチをチャンスに変えた結果を生み出

せるのではないかと考えています。

道内企業訪問

トップに聞く㉑ 野口観光 株式会社
代表取締役会長 野口 秀夫 氏
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

※観光庁が提言している「観光地域づくり法人」

―新たな魅力を生み出すということですか―

会長：例えばどこの温泉街にもラーメン屋、蕎麦

屋、お土産屋があります。それがなくなったから

といってもう一度そうした店を誘致するのではな

く、まったく新しい業態を誘致するチャンスでは

ないかということです。

―それはどんな業態ですか―

会長：世界中から募集してはどうでしょうか。「い

ままでないお店を出してください」という募集を

するのです。幸い、ここ登別温泉は観光地として

国内でもかなりの知名度があります。ここで何か

新しいことをやってみたいという人は現れるので

はないでしょうか。海外は未知数ですが、国内に

はそれなりの数の起業希望者が現れると思いま

す。例えば箱根にはうなぎ屋さんがあり、中華料

理屋さんがあります。熱海には洋食屋さんがあり

ます。その店を目当てに日帰りの客と宿泊の客も

来ています。街の人も利用しています。まだまだ

やったら面白い商売はあるのだと思うのです。当

然、家賃が高ければスタートアップは難しいで

しょうから、土地・建物の所有者と行政、金融機

関が協力して応援しなければなりません。魅力あ

る地域を造ることで、夜型の温泉街が滞在型の温

泉街に変わるチャンスが生まれると考えます。そ

してそれが若い人の起業であれば移住・移民につ

ながってくると思うのです。いまこそ、まちづく

りの絶好のチャンスだと思っているのです。

―泊食分離ということでしょうか―

会長：旅館は一泊二食が原則ですが、それではお

客様の満足を得られない場合もあると考えていま

す。朝食は欲しいけれど夜はいらないというお客

様がいるということです。そう考えると、まと

まった数のお客様の場合は希望に沿って夕食を用

意しますが、そうでない場合は街で食べてくださ

いというやり方があるのではないかということで

す。これはお客様が喜び、街が喜ぶことだと考え

ます。知り合いのいない場所で新しく店を開くの

は大変なことですが、温泉街なら、計画的に無駄

なく進めていくことができるのではないでしょう

か。私どもとしても調理師の確保に苦労している

わけですが、ここが少し軽くできます。お客様

も、新しく入って来た人も、商店街も、旅館も良

くなるということです。

―旅館の料理を楽しみに来られるお客様もいるか

と思いますが―

会長：温泉旅館の料理が飽きられるということで

はなく、連続してはどうなのかなということで

す。変化を求めるというお客様の要望に応えるに

は、いまの旅館の体制では難しいところがありま

す。街の力を借りるということです。

―街ぐるみで取り組むということですね―

会長：そうです。個々の旅館ではできません。そ

ういった条件を整えるためには誰かのリーダー

シップが必要です。そのリーダーシップを取るの

は金融機関だと思っているのです。そして行政は

協力するという体制が必要だと考えます。DMO※

という組織もありますが、なかなかうまくいきま

せん。行政がリーダーシップを握る部分と金融機

関がリーダーシップを取るべき部分が違っている

ように感じます。

―行政がリーダーではだめですか―

会長：我々は商売としてやっているので、金融機

関がリーダーシップを取った方がやりやすいだろ

うなということでもあります。そして、行政には

税金の面やスピードアップについて協力してもら

えればありがたいと考えます。温泉街は固定資産
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道内企業訪問

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

新たな取り組みについて

税が高いので、自ずと土地代・家賃も高くなりま

す。高い家賃を取らなければやっていけないので

す。たとえば、家賃を下げた場合には固定資産税

を減免するなどの仕組みを作れば新規事業者が進

出しやすくなるのではないでしょうか。３年間減

免した部分を家賃から引いてお貸しするというこ

とです。所有者は損をしません。こうすることで

街に人が来て、宿泊が増えて、結果として入湯税

が町に入ります。市民税が入ります。

―新規の起業者を増やすのも大切ですね―

会長：新しいお店、新しい商品を増やそうという

ことです。登別温泉といえばいつまでも地獄谷の

イメージだけではいけません。大湯沼（噴火でで

きた周囲１キロほどの沼）があります。天然温泉

の足湯もあります。新たな観光資源として発信し

ていくべきだと思います。

―新たに取り組むべきことはありますか―

会長：水素自動車に注目しています。私どもも環

境への配慮が重要だと考えているのです。室蘭市

は水素自動車に取り組んでいます。これを取り入

れるべきではないかということです。室蘭と登別

の間は水素自動車を走らせることにして、地域の

取組として宣伝するということです。各旅館で営

業車を水素自動車に変えるとか、メーカーに協力

してもらって電気自動車に変えるなどして、環境

に配慮した温泉街であることを広く発信していく

べきだと思います。こうした取組を売り物にする

ということです。お客様の価値観が変わってきて

います。それに合わせてまちづくりをしていくこ

とが重要だと思います。歯ブラシなどの備品ロス

をなくす取組はあっという間に進みました。手間

が減り、生産性も向上しました。

☆ 水素自動車（藤当満氏提供）

―まだまだ取り組むことはあるのですね―

会長：現在の施設は、マスツーリズムや一泊だけ

の周遊型観光を想定したハコ型観光が前提です。

これからは個人・グループ客の比重が増え、ゆっ

たりとした部屋で長期滞在を希望されるお客様が

増えていきます。また、増やしていかなければな

りません。部屋数にこだわるのではなく、多様な

使い方ができるように部屋の質・中身を変えてい

くべきだと思います。客室を客室以外にも使える

ようにするということです。商品価値をあげなが

ら宿泊単価・利用料をアップさせるということで

す。そうすることでお客様の要望に応えていくと

いうことです。

―野口観光ではホテル・旅館を３つのカテゴリー

に分けていますね―

会長：２０００年有珠山噴火の時の経験がきっかけと

なりました。幾つもの施設を離れた地域に持って

いましたから、災害で洞爺はしばらく客足が遠の

いたにしても、他の地域は大丈夫だろうと考えて

いたのですが、そうはいかなかったのです。周遊

が基本だったこともあります。北海道全体が被災

地であるという誤解もありました。しかし、それ

以外の原因として客層が一種類であることが原因

だと気づいたのです。同じ客層は同じような価値
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

観を持ち、反応されます。そこで客層を多層化す

べきだと考えたのです。そこでまずはリーズナブ

ル向けをハイクラス向けに変えました。

―アッパークラス向けもつくりましたね―

会長：野口観光はサービスも料理もいいというイ

メージを持ってもらうためにはより大きく変えて

発信していくことがイメージの確立に重要だと考

えたのです。リーズナブルとハイクラスの二極化

を進める真ん中を作る必要があるということで

す。学者など多くの意見は二極化が重要というこ

とでした。しかし私は、ハイクラスなやり方で、

リーズナブルよりは若干高額なものを狙っていこ

うと考えました。大切なことは「安い・高い」と

いうことではなく、「いい宿」だというイメージ

を持ってもらうことだと考えているのです。きち

んとした商品を若干お安く提供するということで

す。「より良いものをより安く」提供するのが創業

当初から大事にしていることです。野口観光の３

つのカテゴリーの統一したキーワードは「お買い

得感」だと思っています。そうした中、このたび

新社長に体制が変わり（６月１日）、今後は、

リーズナブルなクラスについては良質なお部屋を

提供するとともにサービス・ソフト面でのランク

アップを図ることでさらにグループ全体を生まれ

変わらせていこうとしています。

☆ ハイクラスの望楼NOGUCHI登別

―どのカテゴリーにおいても満足していただく必

要があるということですね―

会長：どんな価格帯のお客様にも「よかったよ」

と言っていただけることが私たちの目指すところ

です。「より良いものをより安く」という考え方か

ら「良いものをより安く」という考え方に変えて

いく必要があると考えています。良いものを提供

するにはお金がかかります。そこをご理解を頂い

たうえで、思ったよりも安かったなと思っていた

だくということです。

―高ければ高いほどいい、というお客様も現れて

いるように思いますが―

会長：そうですね。しかし、日本人というのは

「価値が分かる」と考えています。５万円という

値段だから「いいものに違いない」と考えるので

はなく、５万円の価値があると感じるからいいと

いうことです。１０万円には１２万円の価値を感じて

もらう必要があるということです。

―日本人は価値を値段で判断するわけではないと

いうことですね―

会長：私は今、３つのカテゴリーを５つにしてい

きたいと考えています。超リーズナブルなクラス

と超ハイクラスをつくるということです。人件費

も含め燃料代や電気代、建設費、あらゆる経費が

高騰しています。安さを売りにする商売はやりに

くくなっています。超リーズナブルは難しいかも

しれません。一方、超ハイクラスは何が求められ

ているかが私自身よく実感できていません。一泊

１０万、２０万としたときにどうすればお客様が満足

してくださるのかがわからないのです。「何もしな

いのが一番喜ぶ」という話を聞いたことがありま

す。これはなんとなくピンときますよね。そうい

うことでは超ハイクラスの方がやりようがあるか

もしれません。５つのカテゴリーごとにしっかり

ｏ．３１５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２４　道内企業訪問  2022.11.11 19.19.52  Page 22 



道内企業訪問

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

観光人材の育成について
とお客様をつかまえることが重要です。これから

予想されることはお客様の取り合いであり従業員

の取り合いです。そういう時代が来ると考えてい

ます。そこで生き抜くにはきちんとした商品、き

ちんとした体制で商売をしていく必要がありま

す。

―より細かな階層化ですか―

会長：これまで、お客様はマスで来られていたわ

けです。言ってみれば「１０人１色」といってもよ

かったと思います。いまは「１人１００色」です。

そうなるとうちの旅館はどういうお客様でいっぱ

いにするかということを考える必要があるのだと

思っています。こういう方とこういう方には大変

喜んでいただける。そういう自信がある。そうい

う部屋がうちには何部屋あると考えるということ

です。お客様は特徴のある地域・場所を選ばれま

す。ひとつの場所が複数の特徴を持つことは容易

ではありません。近隣の市町村はそれぞれ異なる

特徴を持っていますから一丸となることで地域の

魅力が格段に増すのです。それぞれの地域が協力

してお迎えすることが合理的だと思うのです。そ

の上で、これまでのお客様の見直しをしなければ

ならないと考えます。こうしたことがなぜこれま

でできなかったのか。新しいことに消極的な行政

がリーダー役を務めていたからではないかと思っ

ています。

―行政では新しいことができませんか―

会長：例えばコロナ禍の支援策・補助金ですが、

使い勝手が悪くて使わないとしても、それは使わ

ない方が悪いという話になってしまいます。行政

の方に「上手く使おう」「もっと現場サイドに立っ

て使い易くしよう」とする人がいないということ

です。上手く使われる仕組みを考えようとしてく

れていないと感じます。

―プロフェッショナル学院を創設するなど、観光

人材の育成に力を入れていますね―

会長：まず働いている人達の研修については２か

月に１度程度の割合で行っています。外部のコン

サルタントにお願いしています。３年ほど前から

はユニバーサル対応の研修に取り組んでいます。

お客様の中に弱い人（困っている人）がいれば躊

躇することなくすぐに近寄っていくという人材を

育てたいのです。そうしたことを目指し続けるこ

とで、野口観光とはそういう企業なのだというこ

とが伝わっていってほしいと願っています。そう

して良い人材が研修に力を入れている野口観光に

集まるようになるとうれしいと考えています。観

光業界で働く人はみな、しっかりとおもてなしを

したいのです。その上で、それぞれの施設で全て

の働く人が〝ひとつのレベル〟に到達しなければ

なりません。そのために研修をするのです。

―具体的にはどんな研修をされるのですか―

会長：ある人にヒントを頂いて行った研修があり

ます。どんなお客様なのかを働く人は知らなけれ

ばならないと指摘されたのです。つまり、それは

高額で泊まられるお客様の日常生活を経験させて

はどうかという意味でした。一泊７万円の部屋を

提供しながら、自分たちはそういう部屋に泊まっ

たことがないということです。そういうお客様の

日常を知るために、美術館へ行き、高級なレスト

ランで食事をし、ホテルで会議をし、泊まるとい

う研修です。自分たちがお迎えするお客様は日常

生活の中でどういったサービスを受けているのか

を知ることではじめて十分なサービスができると

いうことです。この研修は働く人にも評判が良

く、手ごたえもありました。働く人の意識が変わ

りました。
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☆ プロフェッショナル学院

―「夢ある観光産業を支える若きホテリエを育て

る」とあります。手ごたえはいかがですか―

会長：ほんとにやってよかったと思っています。

集まってくれた学生の質が違うのです。勉強した

いという人が来ています。進学するには学費が払

えず、家庭の事情で就職を選択するほかなかった

学生が、プロフェッショナル学院であれば勉強が

できて経験が積めて、しかも学費を払うどころか

お給料がもらえるのです。

―卒業後の進路は本人の自由となっています―

会長：学院を卒業した人材によって北海道の観光

産業に少しでも貢献できるのなら、そしてホテル

は一生の仕事と定めるホテリエを養成できたのな

ら、ホテルで彼ら彼女らのおもてなしにふれたお

子様が「観光」に興味を持ってくれたのなら、こ

の事業は成功です。

―創業者の影響もあったとお聞きしています―

会長：父の野口秀次（故人）は勉強したかったの

だと思います。頭も良かった。しかし、家庭の経

済的な理由で尋常高等小学校しか出ていません。

父はよく『勉強したくてもできない人はたくさん

いる。そんな人たちにチャンスを与えたい』と話

していました。実際、父の出身地の下田では返却

不要の奨学金を作って、そういった学生を支援し

てきました。累計では１億円を寄付しました。ま

た、一方で気になっていたことがあります。観光

業界に就職しても、仕事のやりがいを知る前に辞

めてしまう若い人が少なくないということです。

つらいこともありますが、お客様に喜んでいただ

いて、感謝の言葉をかけていただくことがありま

す。この商売をやっていてよかったなと思う瞬間

があるのです。観光業とは泣き顔をしなくていい

商売なんです。笑顔でいいのです。素晴らしいと

思いませんか？それが分からないうちにやめてし

まうのはもったいないことだと思うのです。現場

に入る前に講座や研修を通じて、仲間と語り合い

ながら少しずつ観光業の知識や面白さを知っても

らう。そのためには学校をつくったらいいのでは

ないかと考えたのです。土屋ホームの会長・土屋

公三さん（７月１５日ご逝去されました）の取組

（アーキテクチュアカレッジ）を真似させていた

だき、とても感謝しております。

―最後に、会長の夢をお聞かせください―

会長：プロフェッショナル学院の卒業生が毎年４０

名以上生まれています。いくらホテルを作っても

間に合わないほどです。私は彼ら卒業生だけに、

ホテルひとつの運営を任せてみたいという夢があ

るのです。支配人を一人置いて、あとはすべて彼

らのやりたいようにやらせます。どんなアイデア

が飛び出して来るのか期待があります。それを彼

らに話したことがあります。そうするととてもう

れしそうな顔をしたのです。沖縄あたりでやって

みたいですねぇ。（そう言って、野口会長はとても

楽しそうな表情をみせてくださいました）

（木本 晃）
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１．はじめに

「持続可能性」の議論は新型コロナウィルス感染症下でも失速することはありませんでした。

観光においては、感染拡大を抑えながらいかに旅行需要を復活させるかという議論の中で、むし

ろ以前より積極的に持続可能性、サステナビリティが語られることが増えたように思います。

こうした動きを近年牽引してきたのは、SDGsへの社会的関心の高まりでしょう。SDGsは、

２０１５年に国連総会で採択された、持続可能な開発のための１７の国際目標です。カラフルなロゴと

も相まって１７の目標のみが脚光を浴びますが、実はその下には１６９の達成基準とそれを計測する

ための２３２の指標があります。開発学や国際協力論を入口にして観光研究の戸を叩いた筆者から

すると、企業や国民の多くが開発に関する国際目標を謳う今日の様子は、隔世の感すらありま

す。

他方で、SDGsが厳格な指標や目標を持った枠組みであることが理解されているかと言えば、

それはかなり疑わしいと思っています。多くの国民にとって重要なことは時流をとらえているこ

とであって、それが真の意味で何かの目的を達しているかは重要ではないのかもしれません。ロ

ゴに代表されるように運動論としての広がりを目標としている側面もあり、その意味ではSDGs

は一定の成功を収めていると言えます。しかし、２０３０年という目標年までの折り返し地点に立っ

ているこの２０２２年においてなお、それが運動論に留まっていて良いのかという疑問もあります。

観光の分野におけるサステナビリティ論も同様です。サステナブル・ツーリズムが大きなトレ

ンドの一つになっていますが、SDGsと同様、そもそも追求するべきは地球の持続可能性であっ

て、観光の持続可能性はその手段に過ぎません。重要なことは、Sustainability on Tourism（観光

における持続可能性の追求）ではなく、Tourism on Sustainability（持続可能性における観光の貢

献）であるということです。禅問答のように感じるかもしれませんが、つまりは手段と目的が入

れ替わっていることに筆者は大きな危機感を抱くのです。

もちろん、SDGsを謳うことが、デスティネーションや企業の宣伝につながっている意義は否

定しません。しかし、そろそろ目標達成に向けた具体的な行動変容が必要です。それでは、地域

は、事業者は、どのような取り組みを展開するべきでしょうか。

２．運動は好きだが具体的な変容は避ける日本？

社会全体がSDGsに全面的に賛同する中で、筆者がよくご紹介して驚かれるデータがありま

す。

図１はGoogleトレンドで「SDGs」と「ESG」が世界中でどの程度検索されているかを比較し

たものです。日本は世界で最もSDGsの人気度が高いことが分かります。私たちは世界でも際

サステナブルな観光客を魅了する情報発信
――飲食業や物販業を巻き込んだ行動変容の取り組みを――

北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院准教授
バルセロナ大学ホテル観光学院連携客員教授

石黒 侑介

寄稿
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

注：キーワードの人気度がどの地域で最も高かったかを表している。

出所：Google Trendを用いて筆者作成

図１ 「SDGs」と「ESG」国別検索人気度（２００４年１月１日～２０２２年１０月３０日）

だって「SDGs好き」なのです。そして上位２０カ国にはいわゆる先進国と呼ばれる国はほとんど

ありません。一方、本誌別号で筆者がその重要性を指摘したESGでは、日本の順位は１３位にまで

下がります（ほくよう調査レポート３０３号）。こちらではドイツやオーストリア、スイスなどヨー

ロッパの環境先進国が日本よりも上位にいることが分かります。

ESGとは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を取った

もので、言わばSDGsを達成するための投資のあり方、民間企業としての関与の手法を示したも

のと言えます。つまり、日本はSDGsという「ゴール」には世界最高水準の関心を持ちながら、

その「方法」に対してそれほど関心のない国ということになります。

これは観光においても同様だと考えます。今や地方公共団体の観光計画や観光戦略ではSDGs

への貢献を謳うことが不可欠になりましたし、航空機の機内や鉄道の車内、宿泊先のホテルでは

SDGsのロゴを目にしないことの方が珍しくなりました。ただし、総じて重要視されるのは目標

としてのSDGsであって、そこに住民や観光客がどのように関与することができるのか、その具

体的な方法は明らかにされていないことがほとんどです。ホテルではタオルやリネン類の回収頻

度を下げたり、ビュッフェにおけるフードロスの抑制を謳ったり、具体的なアクションを明示す

ることが増えましたが、観光産業という「くくり」ではこうした事業者はほんの一部に過ぎませ
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ん。やはり緩やかに目標を共有しながら具体的な行動変容を迫ることまではしないというのが今

の日本の現状である気がします。

３．宿泊よりも飲食や小売りセクターが重要な理由

それでは、観光が地球の持続可能性に貢献するためにはどのような行動変容が必要でしょう

か。

私はこれまであまり「観光関連産業」として着目されてこなかった飲食業や土産品などの小売

業がポイントだと考えています。

その理由は大きく分けて２つあります。

１つは、これらの産業が「住観共用」サービスであることです。「住観共用」とは顧客として住

民と観光客の双方が想定されることを意味します。ホテルや旅行業が基本的に地域の外からやっ

てくる観光客のみを顧客とするのに対して、飲食業や小売業は観光客だけでなく地元の住民も利

用します。もちろん「観光客向け」の店舗や「地元住民しか行かない」店舗もありますが、観光

客の需要の多角化によって、今ではこうした区分があまり意味を成さなくなってきています。

先述したとおり、サステナブル・ツーリズムの原点は「観光における持続可能性の追求」では

なく「持続可能性における観光の貢献」です。その意味では、その担い手が観光客だけであるよ

りは、観光を通じて住民がその取り組みに参加できる方が効果的です。

もう１つの理由は、宿泊業や旅行業に比べ、実は飲食業や土産品の購入などの小売業の方が観

光客との接点が多くあることです。これは観光客の視点からすると、飲食や土産品の購入に伴う

支出の機会が、宿泊や旅行商品の購入よりも遙かに多いことを意味します。

表１は、新型コロナウィルス感染症の影響が顕在化する以前の２０１９年の「訪日外国人旅行者の

費目別購入率とその購入者単価」です。「買物代」は９６．５％の観光客が支出しており、しかも単価

は５５，２７７円と「宿泊費」の５３，４２０円を上回っています。特に「菓子類」の購入率は７割近くあ

り、多くの訪日外国人旅行者が日本国内の旅先でこれらを購入していることが分かります。

表１ 訪日外国人旅行者の費目別購入率および購入者単価（２０１９年）

出所：国土交通省観光庁「訪日外国人消費動向調査」をもとに筆者作成
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また、「飲食費」も購入率が８８．０％と「買物代」に次いで高く、一人あたり１６，５０９円の支出が

あります。いずれも一回あたり数百円から数千円の支出だと仮定すると、日本に滞在中に複数回

の支出を行っていることになります。

紙幅の関係で本項では詳述を避けますが、宿泊業では認証制度や業界のガイドライン、各社独

自の取り組みが比較的進んでいます。観光産業の中では相対的に資本の大きな事業者が多い宿泊

業では、観光客の行動変容を促すことに一定程度成功していると言えます。そのため、多くの観

光分野のサステナビリティ論が、宿泊業以外のセクターを対象にしていません。観光客の行動変

容を通じて持続可能性に貢献することを考えれば、機会という側面では小売業や飲食業の取り組

みこそ重要なはずですが、「住観共用」型のサービス業であることが影響してか、サステナブ

ル・ツーリズムの文脈では触れられて来ませんでした。

４．世界的なデスティネーションの行動変容メッセージ

こうした点を踏まえて、世界のサステナブル・ツーリズム先進国の取り組みと日本のそれを比

較してみたいと思います。

表２は、日本とフィンランド、オーストラリアの各政府観光局が、公式ウェブサイト上に掲載

している「サステナブルな訪れ方」です。各国とも用いる言葉こそ微妙に異なりますが、概ね

「サステナブルに旅するためのヒント集」のようなタイトルで、各国を観光する際の行動変容を

促すメッセージを発信しています。そして図２～４はそれらの情報をKHコーダーというソフト

ウェアを用いて共起ネットワーク図で表現しています。共起ネットワーク図は、それぞれの単語

が共通に出現する関係性を円と線で示したもので、どのような単語がテキスト内に含まれている

かを感覚的に把握するために用いられます。この図では円の大きさが大きいほど、サイト内での

出現頻度が高く、線の太さが太いほど、相互の結びつきが強いことを意味しています。

日本は「10 ways to travel sustainably in Japan（サステナブルに日本を旅する１０の方法）」

というタイトルで情報を発信しており、experience（体験）やtravel（旅）を中心に構成されて

いることが分かります。全体としてのcultural（文化的な）、traditional（伝統的な）など文化資

源の描写が目立ち、資源性が前面に打ち出されています。また実際の旅行行動を想起させる言葉

はtrain（電車）などごく僅かです。

他方で、フィンランド政府観光局の「11 sustainable travel tips（サステナブル・トラベルの

１１のヒント）」は、キーワード群の数こそ日本と同様なものの、take（行う）、do（実行する）、

choose（選ぶ）など具体的な行動変容を強く促す動詞が目立ちます。また、train（電車）に加

え、restaurant（レストラン）、accommodation（宿泊）、food（食）といった旅行時に利用す

る具体的なサービスや施設、さらには、water（水）やmaterial（素材）、plastic（プラスチッ

ク）など行動変容によってインパクトが生じる対象にまで言及がなされていることが分かりま

す。
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日本 フィンランド オーストラリア

タイトル

10 ways to travel sustainably in Japan. 11 sustainable travel tips. Sustainable travel experiences in Australia.

サステナブルに日本を旅する１０の方法 サステナブル・トラベルの１１のヒント
オーストラリアでのサステナブル・トラベル
体験

１

Honor Japan's rich natural environment. Stay longer. Stay on a nature or wildlife conservancy.

日本の豊かな自然環境を大切に。 長く滞在しよう。 自然保護区や野生動物保護区に滞在しよう。

２

Taste seasonal marine and mountain delicacies. Consider your travel options. Support local artists and culture.

四季折々の海と山の幸をご賞味あれ。 旅の選択肢について考えてみよう。 地元のアーティストや文化を支援しよう。

３

Stay in historic buildings.
Make use of the many ways to move around the
country.

Savour local produce.

歴史的建造物に滞在しよう。 国内を周遊するための方法はいろいろ。 地元の食材を味わおう。

４

Immerse yourself in Japanese culture with tradi-
tional festivals and performing arts.

Choose businesses with the Sustainable Travel
Finland label.

Visit wildlife in the wild.

伝統的なお祭りや芸能で日本文化に浸ろう。
「サステナブル・トラベル・フィンランド」
認証のある事業者を選ぼう。

野生動物を訪ねよう。

５

Support local artisans : bring back a piece of Ja-
pan.

Eat seasonal food. Play a part.

地元の職人を支援して、日本の「かけら」を
持って帰ろう。

旬の食材を味わおう。
自然環境保全や野生生物保護における役割を
しっかりと担おう。

６

Roam roads less traveled with Japan's extensive
public transportation network.

Buy things that you need and things that last.

日本の充実した公共交通機関を使って移動を
少なく。

本当に必要なもの、長持ちするものを購入し
よう。

７

Stay Longer and Explore More Deeply with Lo-
cals.

Recycle.

長く滞在して、地元の人々とより深く探検し
よう。

リサイクルしよう。

８

Visit during off-seasons and see a new side of
Japan.

Leave no trace in nature.

オフシーズンに旅をして知らない日本を目に
しよう。

自然に足跡を残さない。

９

Act like a local while travelling. Drink tap water.

郷に入っては郷に従う。 水道水を飲んでみよう。

１０

Share your travel experiences. Buy local.

旅行体験を共有しよう。 地元で買おう。

１１

Treat people and their surrounding with respect.

地元の人々と環境をリスペクトしよう。

表２ 各国が推奨する「サステナブルな訪れ方」（タイトルのみを抜粋、筆者意訳）

出所：各国政府観光局ウェブサイトにもとづき筆者作成
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出所：筆者作成

図２ 観光客への行動変容を促すウェブサイトの構成（日本）

また北海道にも多くの観光客を送り出しているオーストラリアは「Sustainable travel experi-

ences in Australia（オーストラリアでのサステナブル・トラベル体験）」と題して、やはりウェ

ブサイト上で自国のサステナブルな訪れ方を発信しています。こちらはそもそもキーワード群の

数が日本の倍以上あり情報が多角的である上、sustainable（サステナブルな）、art（芸術）、

only（唯一の）などデスティネーションとしての差別化、特徴を強く意識した構成になっている

ことが分かります。またフィンランド同様、join（参加する）、engage（携わる）、get（手に入

れる）などの動詞が目立ち、さらにwine（ワイン）やbee（養蜂）、whale（クジラ）など環境

とのつながりを想起させる多彩な観光資源から構成されています。フィンランドのように行動変

容がインパクトを与える対象にまでは踏み込んでいませんが、観光客に自らの行動と自然環境が

密接にリンクしていることを気づかせる内容です。
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出所：筆者作成

図３ 観光客への行動変容を促すウェブサイトの構成（フィンランド）

出所：筆者作成

図４ 観光客への行動変容を促すウェブサイトの構成（オーストラリア）
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５．SDGsを謳うだけでなく具体的な行動変容を促す強いメッセージを

かつては、観光旅行の「最高位」は旅先において自由で自立的に行動し、高い満足を得ること

でした。換言すれば、観光客に自由を与える、与えられる環境こそ、成熟したデスティネーショ

ンの証左だったのです。

しかし本号の別章で野口観光株式会社の野口秀夫氏が訴えているように、これからの観光振興

は街ぐるみ、地域ぐるみの取り組みが欠かせません。当然、街や地域がデスティネーションとな

るためには、宿泊業だけでなく、小売業や飲食業など多様な産業を包摂した産業構造が必要で

す。より広範な分野で具体的な行動変容を伴うメッセージを発信して初めて、観光客はサステナ

ブルなデスティネーションというイメージを持つのです。

デスティネーションが持つ資源や特徴を魅力として打ち出しながら、観光客に「感じてもら

う」のではなく、地域が観光客の行動を「先導する」、そんな情報発信がこれからのデスティ

ネーション（観光目的地）には求められますし、それがサステナブル・ツーリズムの実装と言え

ます。新型コロナウィルス感染症の拡大から３年が経過し、インバウンド観光もようやく戻って

きた今、「復興」「回復」フェーズに甘んじて「対応策」のみを追求することは、国際的な誘客競

争で後手を踏むことになりかねません。思い返せば、新型コロナウィルス感染症が我々にもたら

した最も大きな害は、新規感染者数に一喜一憂しながら次回の割引策を心待ちにするようなマイ

ンド・セットである気がします。

世界は既に動いています。北海道が、日本が、グローバルに競争力のあるデスティネーション

となるために、飲食業や小売業を巻き込んだより包括的な「サステナブル・トラベルのすすめ」

の発信に取り組んではどうでしょうか。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年７～９月 ９０．１ ０．８ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．３ １．６ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．３ △４．２ ９４．９ ０．２ ８６．８ △５．０ ９２．４ ０．２ ８９．１ ０．９ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３
７～９月 p８６．０ △１．７ ９８．５ ５．９ p８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ p８６．７ △１．８ １０３．８ ４．２

２０２１年 ９月 ８７．９ △２．０ ８９．９ △６．５ ８９．６ △１．９ ８６．９ △７．２ ８８．３ １．１ ９７．９ ２．７
１０月 ８７．１ △０．９ ９１．８ ２．１ ８７．９ △１．９ ８９．１ ２．５ ８９．８ １．７ ９８．４ ０．５
１１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．８ △１．３ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．４ ９９．８ １．４
１２月 ８５．８ △０．３ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．２ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．１ ９４．３ △２．４ ８９．０ ３．７ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．４ △１．８ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７
９月 p８５．５ △０．９ ９８．５ △１．７ p８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ p８６．７ ０．０ １０３．８ ２．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８６ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２７ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７８４ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８４４ ０．４

２０２１年 ９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，３０４ ４．８ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８８ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号

ｏ．３１５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３６　主要経済指標  2022.11.21 09.07.28  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，８３２ ６．０ １１，２０９ ０．５ ７１，１７４ ０．９ １８，８５１ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９８ △２．１
７～９月 ３６，００７△８．８ １１，６８８ ０．２ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１

２０２１年 ９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，７０７ ０．２ ３，９２７ ３．５ ２３，９１３ △２．１ ６，３７８ ３．４ １２，０８２ △７．８ ２，８１１ △０．７
７月 １２，９６７△１１．８ ４，２７６△３．３ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９９９△１３．２ ３，６３５△１．７ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３

２０２１年 ９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ p ０１４８３３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１
４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８
７～９月 ８，７８２ △４．２ ２，２４６ △０．０ ３９３ ０．６ １１，６２７ ２１．４ ２７，３０２ ７．９

２０２１年 ９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０
５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４
６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５
７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８
８月 ３，１８０ ６．１ ７７７ ４．６ １０２ △２５．２ ３，７００ ３３．５ ８，０４５ ９．７
９月 ２，４９９ △２３．９ ７３９ １．０ １３６ １５．４ ３，２９０ △０．５ １０，６０１ ２．９

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１５．５
７～９月 ３６，８４８ ５．４ １４，６０５ ８．４ １０，８９５ ３．２ １１，３４８ ３．９ ８４７，１８９ ２．１

２０２１年 ９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３
５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △２２．０
６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６
７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９
８月 １０，２２４ △６．７ ４，０２１ △１．３ ３，１０９ △７．４ ３，０９４ △１２．３ ２３４，１４３ △１１．２
９月 １３，４８５ ３２．１ ５，４２９ ２９．６ ３，８１１ ４４．８ ４，２４５ ２５．４ ３２４，９０１ ２６．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ － ２．６

２０２１年 ９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ３．３ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ － ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ － ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７

２０２１年 ９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●２０２２年 道内企業の雇用の現状と今後の雇用方針等
について

●育児・介護休業法の改正について

●トップに聞く㉑ 野口観光株式会社
代表取締役会長 野口 秀夫 氏

●寄稿
サステナブルな観光客を魅了する情報発信
―飲食業や物販業を巻き込んだ

行動変容の取り組みを―
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＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞
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